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はじめに  

は  じ  め  に  
 

 

 公民協働の仕組みは、民間活用が活発になったころから大きく進みだしてきた

と言える。しかし、社会変革的な公民協働となり始めたのは、阪神淡路大震災の

復興過程においては、市民活動部門が大きな活躍をしたことが評価された後であ

る。市民活動部門が注目されたこともあり、政治への影響力も大きくなった。そ

の成果もあって、1998 年 12 月には、特定非営利活動促進法（NPO 法）が制定さ

れた。以降、現在に至るまで 3 万を超す特定非営利活動法人（NPO 法人）が設立

された。  

 

 非営利活動部門が社会的に注目を集めているが、個々の団体を見るとまだまだ

財務基盤がしっかりしないところが多い。近年は、NPO 法人の運営のあり方の議

論も盛んになり、資金調達のあり方まで注目が集まるようになっている。  

 

 財務基盤の脆弱性の指摘はあるが、基盤が安定している団体も多く見られるよ

うになっている。その成果は、行政・企業・NPO が相互に連携する場面が多く見

られるようになったことからも分かるだろう。  

 

 公民協働の議論については盛んに行われ、課題も克服されつつある。公民協働

の議論の次のステージは、地域全体の発展へのブレークスルーとなる考え方の開

発ではないだろうか。この研究では、行政と企業、あるいは行政と NPO、という

2 者の協働ではなく、複数部門の主体が協働することが重要であることを論じて

いる。今後の公民協働の実践への糸口となれば幸いである。  

 

 

安全安心なまちづくり政策研究群  

林 敏彦  
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研究概要および研究調査から得られた知見  
研究調査から得られた知見 

 

 

■知見 1 

周辺 自 治 体との関 係 において公 民協 働 が加速 的 に進展 しうるため、公 民 協働 に関

するモデル自治体を設定すること  

・ データを用いた実証的な研究から、正の近隣効果（周辺自治体のサービス水準

を認識することの影響）が観測される。  

 

 

■知見 2 

自治体の透明性・効率性を高めること 

・ 自治体の透明性・効率性が高い自治体では協働が進んでいる傾向が実証的な分

析から観察された。  

 

 

■知見 3 

NPO 法人に関する会計開示項目の整理したデータベースの構築を行うこと  

・ 一般市民の信頼獲得のためには、市民による評価の仕組みが必要である。  

・ さまざまな情報のうち会計については、団体ごとにばらばらなため理解しにく

いという問題がある。  

・ 現在いくつか見られる日本のデータベースでは、財務データの比較可能性が乏

しく、開示項目を整理して、比較可能性を高めることが必要である。  

 

 

■知見 4 

複数部門の主体による協働を推進すること  

・ 現在はほとんどの場合が 2 主体間の協働である。  

・ 行政、企業、NPO、住民自治組織などの複数部門の主体が協働することによっ

て 2 主体間の限界を克服することができる。  
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第 1 章 行政における公民協働  
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1 公民協働を採用する背景  

 

 公民協働が推進している背景には、New Public Management（新公共経営、以下

NPM）の影響がある。NPM は 1990 年代から大きく注目され始め、行政に企業的

な発想を取り込んで効率的な行政運営を実施するというものである。これが注目

を浴びた背景には財政逼迫という行政課題があり、その克服のための効率的な行

政運営の手法ということで大きく取り上げられることになった。  

 

 そのなかで、「ガバメントからガバナンスへ」という考え方が注目されている。

政府・行政を中心に地域の公共財・公共サービスを供給するのではなく、行政を

含め、地域の主体が相互に関係を持ちながら、影響を及ぼし合いながら、地域の

運営を行っていくという発想である。そこでは、モニタリングという監視だけを

目的とするのではなく、公共財・公共サービスの供給において民間部門が経験を

活かすことが期待されている。民間の経験と技術だけでは不足するため、行政の

経験と技術、そして地域のその他の主体の経験と技術をもって「パートナーシッ

プ」を組み、より効率的かつ質の高い公共サービスの供給を行う。すなわち、公

民協働という具体的手法が採用される。  

 

 1990 年代以降、NPM および公民協働を含む行政改革の実施において、政府と

民間の関係性のあり方が検討されてきた。その政策動向を簡潔にまとめておこう。 

 

・ 1996 年の官民活動分担小委員会で、「行政関与の在り方に関する基準」

のなかで、「民間にできるものは民間に委ねる」という主張がなされた。 

・ 1998 年の中央省庁等改革基本法で、「国の事務及び事業のうち民間又

は地方公共団体にゆだねることが可能なものはできる限りこれらにゆ

だねる」とされ、さらに「政策の企画立案に関する機能とその実施に

関する機能とを分離する」ことが示された。  

・ 1999 年に地方分権一括法が成立し、地方が独自性を出すことが期待さ

れた。  

・ 1999 年に、イギリスを発祥とする PFI 法が成立した。  

・ 2001 年に総合規制改革会議が設置され、「官製市場」改革に関する提

言が行われた。  

・ 2003 年に、公の施設の指定管理者制度が地方自治法の改正（244 条の

2）によって成立した。  

・ 2006 年 5 月に、市場化テスト法（「競争の導入による公共サービスの

改革に関する法律」）の本法案が成立した。  



12 

・ 2005 年に、「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指

針」が総務省において行革推進の指針として策定され、事務・事業全

般にわたり、民間委託などの推進、指定管理者制度や PFI の活用、地

域協働の推進などを PDCA サイクルにもとづいて行うことが要請され

た。  

・ 2006 年に、「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指

針」が打ち出され、市場化テストを行う対象が広げられた。  

・ 2006 年に、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に

関する法律（行革推進法）」が定められ、行政内部の組織管理として、

各機関の民営化や公務員数の削減が目標として掲げられた。  

 

 財界からも同様の提案がなされている。「規制改革・民間開放推進会議」（2004

年）や日本経団連の「2006 年度規制改革要望」（2006 年）では、官製市場の民間

開放や民間への業務委託の推進を要請している。  

 

 さまざまな政策や提言を通じて、民間活用による行財政のスリム化、歳出削減

努力による効率化、そしてサービスの質の向上への取り組みが進められてきてい

るが、民間企業的発想の取り込みに走りすぎることは、注意も必要である。たと

えば、効率性を追求しすぎると、公平性を損なうことにつながり、行政サービス

に対する社会の理解を得られないことも想定される。  

 

 そこで、民間を活用するというだけでなく、行政と民間の「パートナーシップ」

という発想に支えられた公民協働という考え方によって課題克服が遂行されよう

としていると言える。両者の特徴を融合させることができれば、効率性を求めな

がらも公平性を損なうといった問題の緩和がなされ、そのうえで質の向上も求め

られうるということになる。  
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2 公民協働の現状把握  

 

 

 それでは、公民協働の現状はどうであろうか。  

 

 公民協働の定義について代表的なものを見ておきたい 1。 1 つは、「役割分担」

であり、政府の責任のもとで実態的な住民への公共財供給を民間が行う（東洋大

学大学院経済学研究科  2006; 2007）という実態的な定義である、ほかには、「契

約のあり方」、すなわち出資や契約を含めた政府と民間の協力の仕方（大島  2007）

や、官民の協力や契約のあり方の総称（東北産業活性化センター編  2005, 三菱総

合研究所  2007）としての公民協働がある。  

 

 ここでは、公民協働の客観的なデータを中心に捉えたい。特に、最終的なアウ

トプットを示しうる歳出を中心に見たい。また加えて、公民協働にかかわる主体

の認識についても見ておきたい。  

 

 

2-1 特定分野における手法別の導入状況  

 

 形態や公共サービスの分野ごとの導入実態を図 1 のとおり特定分野、すなわち

病院、上水道、公営交通、保育所、健康増進施設、徴収窓口、窓口業務、統計業

務において見てみたい。いくつかの特徴としては、統計業務や上下水道は、PFI

や指定管理者制度、市場化テストあるいは民営化といったものの活用はほとんど

なされず、それら以外の外部委託の形態をとっている。一方で、保育所や健康増

進施設は民営化や指定管理者制度が進んでいることがわかる。  

 

 

2-2 民間活用の程度  

 

 民間活力の活用実態の把握調査が日経産業消費研究所（2004）によって行われ

ている。「本庁舎受け付け・総合案内」から「職員の給与計算」まで 35 種類の事

務事業について、どの程度民間活用を行っているかについて、「全面民営化（5 点）」

から「すべて直営（0 点）」の軸で点数化している。  

 

                                                 
1 論者によって公民連携あるいはパブリック･プライベート･パートナーシップと呼んでいるが、

ここでは公民協働と同義として統一した用語を使用することとする。  
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 共通項目として挙げられている 20 業種の総合得点を見ると、もっとも点数の高

かった福岡県春日市の 61.0 点をはじめ、上位グループは 50 点以上を得ている。

一方、もっとも点数の低いグループは 1 桁の得点となっている。つまり、同様の

業務について一定の基準で全国を見渡したとき、推進度合いに差があることが指

摘できる。  

 

 

2-3 協働事業の内容  

 

 NPO 法人と行政との協働についての実態について NPO 法人が回答した結果を見ると、

図 2 のとおりの事業が行われている。過去 2 年間に行政（国・地方自治体）と協働し

て行った活動を上位から見ると、「法人の行う活動に対し、行政から資金（補助金

や委託金）を受けた」（36.2%）、｢行政が行う事業の企画・立案に参加した｣（30.5%）、

｢行政との共催行事を企画した｣（ 27.9%）、｢行政と定期的に情報交換を行った｣

（ 27.0%）、｢恒常的な活動拠点として公共施設を利用した｣（ 23.1%）となってい

る。かたや、「行政との具体的な関係はない」という回答も 23.8%存在している。 

 

 

2-4 地方自治体の公民協働にかかる歳出  

 

 手法別の状況や協働の事業内容はアンケート調査などからわかる一方、全体的

な分量がどれくらいであるかについては不明である。そこで、地方自治体の一般

歳出から把握しておきたい。ところが、公民協働と呼ばれる部分を指定した歳出

費目はないため正確な歳出把握は容易でない。そこで、一般歳出における委託料

を参考指標として取り上げる。委託料のなかには、近年の協働の議論に乗らない

単なる外部委託、たとえば庁内清掃といったものまですべて含まれる。パートナ

ーシップを考慮する際にはそれらは不十分であるが、民間活用という点では十分

であろう。  

 

 すべての自治体が、従来の行政のスリム化という基礎的な部分の実施において

外部委託を行っていることを仮定すると、近年議論になっている公民協働にちお

てどの程度取り組んでいるかという差がデータの差となって読み取れると考えら

れる。つまり；  

 

  （委託料）－（従来の外部委託にかかる費用）＝（公民協働にかかる費用）  
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という計算である。また、各自治体の一般歳出を分母として、その比率を計算し

たものを委託料比率として考えることにする。  

 

 図 3 は、全国市における委託料の合計および委託料比率の経年推移である。1996

年から 2006 年にかけて多少の上下は見られるものの、全体として増加傾向にある

ことが示される。それぞれ、1996 年に 1.9 兆円（5.3%）であったものが 2006 年

には 2.6 兆円（6.4%）となっている。  

 

 

2-5 地方自治体の意識  

 

 図 4 は、地方自治体が公民協働の取組みをどのように位置づけているかを見た

ものである。「最優先の位置づけ」とする自治体は 1%程度と少ないが、「非常に

重要な位置づけ」あるいは「重要な位置づけ」としている自治体が全体の約 75%

に上っている。一方で、都道府県、市、町村の別で見ると、市・町村では「どち

らとも言えない」、「重要ではない」と回答している自治体が 2，3 割程度見られる。  

 

 図 5 は、公民協働の導入によって期待する効果である。圧倒的に多いのが、「財

政支出の削減」（94.2%）と「サービスの質の向上」（77.1%）である。また、公民

協働を実施することによって、行政の構造改革を行うといったことも  

 

 一方で、その協働相手の 1 主体であり、かつ公益的・公共的活動を行うことが

期待されている NPO に対しては、図 6 のような懸念が挙がっている。そして、こ

れらの懸念は、草の根・民間の NPO が法人格を取ることができるようになって以

来、変わらず指摘されている点である。  
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図 1 特定分野における手法別の導入状況  

出所：三菱総合研究所（2007）  
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（補助金や委託金等）を受けた

恒常的な活動拠点として公共施設を使用した

行政との具体的な関係はない

行政と定期的に情報交換を行った

行政との共催行事を企画した

行政が行う事業の企画・立案に参加した

法人の行う活動に対し、行政から資金（補助金や委

託金等）を受けた

 

図 2 図 2 過去 2 年間の行政との協働活動の内容（複数回答）  

出所：内閣府「平成 18 年度 市民活動団体基本調査報告書」  
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図 3 委託料および委託料比率の推移  

出所：市区町村別決算状況調（各年）をもとに筆者作成  
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図 4 地方自治体における公民協働の取組みの位置づけ  

出所：三菱総合研究所（2007）  
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自治体職員の意識改革

既存の公的団体（公社・財団）の改革

その他

特に期待するものはない

 

図 5 地方自治体における民間活用による効果への期待  

出所：三菱総合研究所（2007）  
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その他

 
図 6 地方自治体における NPO を協働相手とするに当たっての懸念  

出所：三菱総合研究所（2007）  

 

 

 自治体職員との議論では、とりあえず何でも協働にもっていくという雰囲気が

出てくる場合もあるという。しかし、本当に協働するべきものかどうか、あるい

は協働で実施することがよいかどうかというグレーゾーンのものが多くある。そ

の基準を明らかにすることは難しいが、公民協働の今後の推進において議論は行

っていく必要があるだろう。  
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3 地方自治体における公民協働の促進要因  

 

 

 グレーゾーンの論点もありながらも、現状としては推進していくことを前提と

するのが動向である。また、その民間活用の程度が自治体によって差がある。そ

の差はいったいどのような要因によって生じているのだろうか。公民協働の推進

要因について、先行研究をもとに整理し、実証的な分析から要因について明らか

にしたい。  

 

 まず、先行研究から見出される要因について触れておきたい。  

 

 

3-1 財政要因  

 

 財政状態が逼迫している自治体は、歳出削減に取り組まなければならない。先

述のとおり、全国の地方自治体を対象に行った調査では、公民協働導入による財

政支出の削減を期待していることがわかる（三菱総合研究所  2007）。一方、地方

自治体の財政再建にあたっては、基準財政需要額のうち不足分は地方交付税でま

かなわれるため、ソフトな予算制約問題が実際に生じうることが示唆される（赤

井・佐藤・山下  2003）。  

 

 

3-2 近隣効果  

 

 現在、全国一律で行われている行政サービスについて、ある自治体が公民協働

によって質の向上を実現すると、地域間格差が生じることになる。隣接する自治

体の住民は、同等のサービス水準を要求するようになるだろう。自治体間関係の

視点からは、もっとも進んだ自治体が周辺自治体に与えるデモンストレーション

効果が想定される。ホームヘルプサービスの供給において、近隣自治体が相互で

供給している水準を意識した結果、自らの供給水準を決定している可能性がある

ことが指摘される（中澤  2007）。見方を変えると、そのようにサービスを高めて

いくことは財政支出も大きくしていくことになる。東京都の高い老人福祉費の状

況がデモンストレーション効果によって導かれていることが検証され、財政状態

のよくない自治体がさらに逼迫していく可能性も考察されている（齊藤・中井  

1991）。  
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3-3 政治的要因  

 

 他に、自治体の公民協働を促進する要因として挙げられるものは、政治的意思

決定要因である。民間委託の意思決定には、事業の効率性という基本的要素だけ

でなく、政治的支援（ Political patronage）が影響を与えることが指摘される

（López-de-Silanes, Shleifer, and Vishny 1995）。すなわち、自治体が直営すること

によって得られる利益（公務員の労働組合から支持）と、民間委託することによ

って得られる利益（納税者による支持）の間でトレード・オフの関係が生じる。  

 

 自治体の政治的な土壌や行財政改革を指揮する首長のトップダウン力、地方議

会の勢力図といった政治的要素、また首長の革新性や首長の党派性といったイデ

オロギー的要素が自治体の公民協働の政策決定に与える影響が検討されている。

アメリカでは共和党の優位な地域において民間委託が進むことが示されており、

政府に批判的な意見や姿勢が民間委託を促進するわけでは必ずしもないことを指

摘している。（López-de-Silanes, Shleifer, and Vishny 1995）  

 

 日本においても、地方議会における議席構造も自治体の行財政改革や政策決定

に影響を与えるという示唆が定性的な分析から得られている（黒田  1984; 村松・

伊藤  1986）。また、実証分析からもそれが指摘される。全国 647 の市を対象に財

政支出のパターンに保守・革新などの首長の支持政党などの政治的変数が決定要

因となること（飽戸・佐藤  1985）、都道府県知事と議会の党派構成の変化が政策

選択に大きな影響を与えること（曽我・待鳥  2001）、民生費や農林水産費などに

対する自民党や左派政党の特徴的な姿勢が見出されること（加藤  2003）、知事の

政権交代の後、知事の在職年数が延びるに連れて債務の増加幅やプライマリーバ

ランスの赤字はいったん縮小するが、三期を超えると多選の弊害が表面化するこ

と（藤澤  2004）などが指摘されている。  

 

 

3-4 行政改革への姿勢・公民協働の推進意識  

 

 行財政運営への意識そして公民協働に関する意識も推進を左右する重要な要因

になりうる。行財政運営における説明責任、すなわち透明性を高めることが、公

共部門のガバナンスを強化し、効率的な財政運営を促進することを実証分析から

示唆が得られている（赤井  2006）。そこでは、行政の費用最小化に貢献するのは、

行政内部の意思決定ルールの改善に寄与する制度や、行政内部の職員に事業の目
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的・意義を理解させ、職員の意識改革を喚起するタイプの制度であると指摘がな

されている。全国の地方自治体を対象に行った調査でも、公民協働の導入をもっ

て自治体行政の構造改革や自治体職員の意識改革を期待する声も少なくない（三

菱総合研究所 2007）  

 

 

3-5 業務分野による取り組みやすさ  

 

 業務分野間で公民協働への取り組みやすさが異なるということがある。アメリ

カでは、民間委託が進んでいる 10 種類の事業のうち、特に車両移動、ごみ収集、

施設警備などの分野で委託が進んでいる。その理由として、保健福祉・衛生・文

化に関連する事業では、コスト削減に加えて、サービス改善が重視されるためで

あることが指摘されている。一方で、行政の民間委託に対する姿勢や公務員労働

組合の影響力などの自治体属性、また一人当たり所得などの地域属性は、民間委

託数に影響を与えないという議論もある（Dilger, Moffett, Randolph and Struyk 

1997）。  

 

 

4.2. データ  

本稿では、市レベルを分析の対象とし、政府統計あるいはアンケート調査による

個票データを用いる。使用データの出所一覧と変数の記述統計量は付表 1、付表 2

とおりである。  

 

4.3 用いる変数  

＜財政要因＞  

 財政的要因を示す変数として、公債費比率と不交付団体ダミーを用いる。公債

費は過去の債務の支払にかかる経費であり、自治体にとっては長期間の財政負担

となり、財政硬直化の要因ともなる。行財政のスリム化・効率化による財政再建

の手法として PPP に取り組むとすれば、現在の財政負担だけでなく将来の財政負

担も考慮に入れて意思決定する可能性が高いと考えられる。地方自治体が、コス

ト削減を目的として委託を進めると仮定すると、公債費比率の高い自治体ほど委

託比率が高いと想定される。一方、不交付団体ではより健全な財政運営を行って

いると考えられ、PPP への取り組みも積極的に行われている可能性があると考え

られる。  

 

＜地理的要因＞  
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大都市と地方都市では、経済面でも人口面でも産業面でも集積度に大きな差があ

る。都市の規模、都市化の度合い、都市の多様性などを考慮して、また地域間の

費用の相違を除去する地理的要因を示すコントロール変数として、人口、人口 2

乗、人口密度、15 歳未満人口比率、65 歳以上人口比率、転出入者人口比率、第 3

次産業構造比率を用いる。人口については、人口規模が大きくなるにつれ、行政

改革への意欲が高い傾向が見られる。これは、人口規模が大きくなるにつれて、

より多くの事務権能を持ち、行財政能力が大きくなり、自己責任で決定できる部

分が増え、行政改革を進めてやすいことが考えられる。人口密度については、密

度が高まるほど多様な公共財や公共サービスへの需要が生まれ、密度が小さいと

一人当たり費用が高まると考えられる。都市の多様性や産業度として用いた各種

人口比率と第 3 次産業構造比率についても、公共サービスへの需要の多様性と関

係しており、これらの比率の高い自治体では、委託が進むと考えられる。  

 

＜近隣効果＞  

地方政府は税収の減少、国と地方の税源偏在、公債費償還負担などの財政への逼

迫や、少子高齢化といった地域社会をめぐる構造的変化への対応を迫られており、

近隣自治体の行財政課題に対する取り組みに反応し、あるいは影響されると考え

られる。本稿でも、PPP 推進における自治体の意思決定においても、近隣自治体

の（制度導入への）決定が、他の自治体の自身の行財政評価と模倣というスピル

オーバーをもたらし、（PPP 導入における）政策決定に影響を与えると考え、自治

体の相互参照行動を PPP 推進の要素として、変数に追加する 2。  

中澤（2007）は自治体のホームヘルプサービス供給量の数年の推移を見ると、そ

の拡大が急速であり、供給量の平均値自体が大きく変動していることから、地域

間の格差拡大を考察する場合には、標準偏差よりも変動係数を用いるほうが妥当

であるとしている。本稿でも、図 4 にあるように、委託比率の数年の推移を見た

ところ、平均値が 1.25 倍に変動していることから、変動係数による近隣効果を用

いることとする。また、水準の参照先及び近隣自治体（準拠集団）は同一都道府

県内の他市と設定した 3。  

 

＜行政の改革姿勢や PPP 推進への意識＞  

本稿では、自治体の PPP 推進への姿勢や意識を示す変数として、行政改革度指標

と PPP 導入によって期待する効果を変数として用いる。地方自治体の多くはそれ

ぞれの地域の特色や財政状況に応じて改革を実践しているが、改革における新し

い手法を取り入れることの実質的なインパクトを客観的に計測するのは複雑であ

                                                 
2 近隣効果を表す変動係数の導出について解説。あるいは Appendix をつける。  

3 変動係数は Appendix 参照。  
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る。行財政改革に求められる行政の透明性や効率性に対する成果をいかに見極め

るのか、地方行政にとっては重要な課題である。自治体は、硬直的な行財政構造

や体質を見直し、将来負担への危機意識や公共サービス供給における創意工夫を

進めながら、地域需要に応えられるための行政努力や行政責任を果たすことが求

められている。行財政改革への積極性の度合いを測る指標や、民間活力の活用に

対する意欲の度合いといった意識変数が PPP への取り組みにも影響を与えると考

えられる。行政改革度の指標は透明度、効率化度、市民参加度、利便度の 4 つの

改革要素を用いる。PPP 推進への意識はアンケート調査より、PPP 導入による効

果として期待するものとして、財政支出の削減やサービスの質の向上など 8 項目

を用いる。  

 

＜政治的要因：首長の属性＞  

政治的要因と考えられる首長の属性として、首長の年齢、前職ダミー（官出身か

民間出身か）、市長の就任回数を用いる。首長は自治体の政策決定過程に影響を持

ち、PPP 推進にあたっても、首長のリーダーシップが重要であると考えられる。

そこで、首長の経歴や年齢による改革への意欲や政治的指導力の違いによって

PPP の推進度合いが異なることが考えられる。首長の年齢が若い自治体ほど、ま

た首長が民間出身である自治体ほど、委託が進んでいると考えられる。また就任

回数が多くなるにつれ、変化を好まないと考えられ、思い切った改革が実施され

ないと考えられるので、就任回数の少ない市長である自治体ほど委託が推進され

ていると想定する 4。  

 

 委託全体についての推定結果をみると、公債費比率が負の係数を得ており、統

計的に有意な結果となっている。つまり、公債費負担が高い自治体ほど歳出削減

が見込まれる外部委託に積極的であるという仮説は成立しない。むしろ、公債費

負担を大きく抱えている自治体ほど外部委託の比率は低く、公債費の小さい自治

体ほど委託比率が高いという結果となっている。不交付団体を 1 としたダミー変

数の係数が正となっていることからも同様に、財政状況の悪い自治体ほど委託比

率が低く、委託に消極的である可能性を示している。政治的、あるいは公平性・

効率性の配慮から中央政府が非効率な地方政府を事後的に救済せざるを得ない状

況下においては、地方政府の財源不足を事後的に補填するシステム（ソフトな予

算制約）が確立されるため、その補填を事前に期待する地方政府には、事前に費

用を削減するインセンティブはなく、費用を削減するという努力が阻害されると

考えられる。したがって、非効率な財政運営に対する救済への期待がモラル・ハ

                                                 
4 市長の所属党派は殆ど無所属で、推計では説明変数群から落ちてしまう。  
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ザードを招く可能性を考えれば、財政状況の悪い自治体ほど PPP に消極的である

可能性が示唆される。  

 近隣効果は正の符号で、有意な結果となっている。変動係数を平均値で設定し

ていることから、自治体は近隣自治体の平均的な供給水準の変化に対して反応を

示しており、平均的な水準に同調しようとするインセンティブが働いていること

が伺える。  

 自治体の PPP 推進への意識や姿勢を示す変数として用いた行政改革度と PPP 導

入によって期待する効果について、前者は透明度と効率化度の指標が正の係数を

得ており、統計的に優位な結果となっている。行財政改革は、行政組織の構造的

見直しと再構築のため、その非効率性や不透明性を生み出す組織の体系やシステ

ムを改善していくことであり、その一環として、民間との協働や民営化などの

NPM 的手法や行政評価などのシステム設計が行われる。したがって、透明性のあ

る効率的な行政運営を行っている自治体では、そうした運営体制の実現、維持に

他のために委託を推進していると考えられる。  

 後者については、期待する効果（サービスの質の向上・自治体職員の意識改革・

民間事業者との連携構築）において統計的な有意な結果を得ており、正の符号と

なっている。サービスの質の向上は PPP の最大の意義のひとつであり、多様な地

域需要に対応して、質的な公共サービスの供給水準を確保あるいは向上させるこ

とへの意識が高い自治体ほど、PPP による効果を期待し、委託が進んでいるので

はないか。ただし、PPP のもうひとつの意義ともいわれ、PPP 推進の主要な目的

でもある財政支出の削減については、係数は正の符号を得ているが、統計的に有

意な結果は得られていない。自治体職員の意識改革についても、行財政改革の一

環として、公務員改革が叫ばれているが、公務員に対しては人員の多さ、年功主

義といった制度に対する批判や、危機意識の低さ、コスト意識の低さ、迅速かつ

機動的な行政運営の欠如といった行動様式に対する批判まで様々である。公共サ

ービスの地域需要が多様化すると共に、サービスの供給主体も多様化する中で、

行政の内部から意識を変え、サービス供給における安定性や（民との）競争力を

高める必要があり、こうした危機意識が強い自治体では、委託（PPP）が進むと

考えられるのではないか。民間事業者との連携構築については、・・・  

 政治的要因としての首長の属性については、市長の前職ダミーが正の係数を得

ており、統計的にも有意な結果であった。つまり、前職が民間出身である市長の

いる自治体ほど委託が進んでいる。民間出身の首長は民間の経営感覚に基づいて、

サービス供給における効率性や採算性を重視し、公共領域にも競争意識や成果主

義といった市場原理を取り入れながら行財政運営を行なおうとする意識が高いの

ではないか。行政の守備範囲を縮小し、民間活力を生かすことに積極的であり、

その結果委託が進むのではないだろうか。市長の年齢と就任回数は統計的に有意
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な結果を得られなかった。  

 目的別にみた委託の推進要因では、総務や民生や衛生関連の委託について、透

明度指標や効率化指標が統計的に有意で正の係数を得ている。市長の属性につい

ても、民間出身の市長がいる自治体では、これらの分野で委託が進んでいる。総

務や民生や衛生は、外部委託をはじめ PPP が相対的に進んでいる分野であり、PPP

に取り掛かりやすい分野ともいえる。行財政改革における自治体の改革姿勢や

PPP という改革の一手法に取り組むことで、サービス水準の向上や自治体内部の

改革を果たすことができると考える自治体では、これらの分野における委託が進

んでいるのではないか。  
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第 2 章 NPO における公民協働と社会的信頼  
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1 NPO の社会的信頼に関する課題  

 

1-1 担い手としての NPO 

 

 図 6 で見たように、NPO はいまだに行政の協働相手として信頼が得られていな

い部分がある。協働を実施していない場合の理由として、「NPO に関する情報が

足りない」であったり、「NPO との協働事業になじむ事業が思い当たらない」と

いうことが他の調査でも見られている（平成 15 年度公民協働報告書概要）。また、

その信頼については一般市民についても同様である。  

 

 たとえば、NPO 法人の数は 1998 年の NPO 法の制定以来、3 万団体を超えるま

でに成長した。しかしながら、当初から論じられてきた問題として、組織の体制

の成熟さについていまだに課題を抱えている団体が少なくない。収入面など団体

の規模が一定にならないと、常勤スタッフの雇用や会計などの専門知識の獲得あ

るい専門家によるチェックを受けることが難しい。  

 

 それが結果として、NPO がどのような活動を行っているかが社会的に周知され

ず、また信頼を獲得できないということに至っていると考えられる。  

 

 地域の発展というものを考えたときに、サービスの供給に関係する住民・行政・

企業というステークホルダーが相互に信頼関係をもつことが必要条件となる。し

たがって、各主体が相互に信頼を得られていない部分について改善していかなけ

ればならない。  

 

 

1-2 NPO 法人の現状―収入規模と会計課題  

 

 NPO のなかで、法人として特に課題が多いと指摘されるのは NPO 法人である。

そこで、NPO 法人の現状を見ながら、信頼獲得のために、どのあたりに課題があ

るかを明らかにし、改善の方法を検討したい。  

 

 まず、収入面を見てみたい。以下の 3 つの表は、2003 年度事業におけるすべて

の NPO 法人の収入について集計したものである（大阪大学  website）。もっとも

端的に NPO 法人の姿が現れていると言えるものが中央値である。相当数の団体

が収入を得ていないことがわかる。  
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表 収入および支出に関する記述統計量  

（単位：千円）
サンプル・

サイズ
平均値 標準偏差 中央値 最小値 最大値

入会金・会費収入（1） 12,509 1,206 17,714 130 0 1,887,662

寄付金収入（2） 12,509 1,401 19,008 0 0 1,414,242

事業収入（3） 12,509 10,492 52,087 603 0 3,535,000

補助金・助成金収入（4） 12,509 1,778 27,159 0 0 2,705,000

その他経常収入（5） 12,509 849 21,676 0 0 2,355,000

経常収入合計（6） 12,509 15,726 75,873 2,683 0 3,565,961

その他活動に係る収入

その他寄付金収入（7） 12,509 5 208 0 0 18,568

その他事業収入（8） 12,509 698 14,515 0 0 1,128,808

その他事業補助金（9） 12,509 11 403 0 0 36,393

その他その他収入（10） 12,509 62 1,431 0 0 101,037

その他収入合計（11） 12,509 776 14,654 0 0 1,129,917

全体の経常収入・経常支出

経常収入合計＋その他収入合計（12） 12,509 16,502 77,836 2,921 0 3,565,961

経常支出合計＋その他支出合計（13） 12,509 15,351 67,809 2,904 0 3,464,267

特定非営利活動に係る収入

 

表 活動分野別の収入および支出の中央値  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 活動分野別の収入の内訳  

（単位：千円）

入会金・
会費収入

寄付金収
入

事業収入
補助金・
助成金収

入

その他経
常収入

経常収入
合計

その他寄
付金収入

その他事
業収入

その他事
業補助金

その他そ
の他収入

その他収
入合計

全体の経
常収入

全体の経
常支出

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7） （8） （9） （10） （11） （12） （13）

保健・医療・福祉 4,873 96 4 1,782 0 0 5,312 0 0 0 0 0 5,767 5,711

社会教育 1,233 153 0 177 0 0 1,402 0 0 0 0 0 1,531 1,590

まちづくり 1,474 134 0 319 0 0 1,462 0 0 0 0 0 1,604 1,587

学術・文化・芸術・スポーツ 1,382 201 0 475 0 0 2,187 0 0 0 0 0 2,379 2,442

環境保全 1,170 141 0 67 0 0 1,273 0 0 0 0 0 1,499 1,562

災害救援活動 80 139 13 0 0 0 1,074 0 0 0 0 0 1,080 1,234

地域安全活動 92 205 0 107 0 0 1,332 0 0 0 0 0 1,402 1,471

人権擁護・平和推進 253 167 60 90 0 0 2,166 0 0 0 0 0 2,290 2,318

国際協力 603 186 75 0 0 0 2,000 0 0 0 0 0 2,085 2,083

男女共同参画社会の形成 98 176 84 2,060 0 0 4,103 0 0 0 0 0 4,279 4,245

子どもの健全育成 813 175 43 1,479 0 0 4,076 0 0 0 0 0 4,201 4,121

情報化社会 79 140 0 867 0 0 1,510 0 0 0 0 0 1,536 1,353

科学技術 19 156 4 35 0 0 710 0 0 0 0 0 710 933

経済活動の活性化 66 239 0 101 0 0 896 0 0 0 0 0 915 865

職業能力・雇用機会 49 124 0 167 0 0 652 0 0 0 0 0 808 622

消費者保護 28 115 0 0 0 0 500 0 0 0 0 0 540 517

NPOの援助 197 148 45 1,960 0 2 5,540 0 0 0 0 0 6,090 6,125

サンプ
ル・サイ

ズ

特定非営利活動に係る収入 その他活動に係る収入 全体の経常収入・支出
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

NPOの援助[197]
消費者保護[28]

職業能力・雇用機会[49]
経済活動の活性化[66]

科学技術[19]
情報化社会[79]

子どもの健全育成[813]
男女共同参画社会の形成[98]

国際協力[603]
人権擁護・平和推進[253]

地域安全活動[92]
災害救援活動[80]
環境保全[1170]

学術・文化・芸術・スポーツ[1382]
まちづくり[1474]
社会教育[1233]

保健・医療・福祉[4873]
全体[12509]

事業収入 補助金・助成金収入 寄付金収入 入会金・会費収入 その他
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 また、活動分野別に収入規模や収入源の差異が見られるが、これはそれぞれの

活動分野の特徴でもある。たとえば、介護保険収入の入ってくる介護・福祉分野、

寄付金が入りやすい国際分野、など活動分野別に社会制度であったり、関心をも

つ人々の多さが異なっていることに理由が見出される。  

 

 収入規模に依存する問題のひとつとして、会計問題がある。この問題について、

山内・馬場・石田（2008）がデータ分析のうえ、言及している。  

 

 NPO 法人の場合、正味財産の金額自体の正確性に問題が認められる。以下の表

のように、旧公益法人会計基準における一取引二仕訳を要する、固定資産や固定

負債がある団体の場合、 54.6％が貸借対照表と収支計算書の正味財産が整合しな

い状態でとなっている。それは、正規の簿記の原則（NPO 法第 27 条第 2 号）に

基づく検証機能が著しく阻害されているということを意味する。  

 

 このような不整合が生じる原因は、NPO 法人だけにないことに留意する必要が

ある。各所轄庁のウェブサイト（2007 年 3 月 15 日時点）を見ると、21 の所轄庁

において現金主義的に「資金収支計算」のみを記載する収支計算書を採用してい

る（図の左側）。単式簿記を採用する団体が多いことへの配慮という背景があると

言えるが、貸借対照表には固定資産や借入金の記載を求めていて、発生主義的な

会計処理が採用されていることが混乱を生じされる。簡略化した書式を採用する

所轄庁では、平均で 41.3％の不整合が生じている。  

 

 かたや、経済企画庁（1999）に準拠して、「正味財産増減計算」まで記載する収

支計算書（図の右側）を採用している所轄庁では、不整合は平均で 24.7％にとど

まる。さらに、NPO 法人に対する指導方針や支援体制の有無によって、不整合の

割合が１割程度に抑えられている所轄庁もある。  

 

 会計書類の信頼性に大きな差異が生じている。  

 

 
表 貸借対照表と収支計算書が整合しない団体の割合  

資産・負債項目 必要となる会計処理 団体数 不整合 割合
現預金以外に資産・負債なし 現金主義（単式簿記） 1,003 88 8.8%
流動資産・流動負債がある 発生主義（複式簿記） 6,128 1,688 27.5%
固定資産・固定負債がある 発生主義（旧公益法人会計） 5,378 2,935 54.6%

12,509 4,711 37.7%  
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表 所轄庁別に見た不整合の割合  

宮崎県 61.3% 千葉県 48.6% 秋田県 43.1% 岡山県 36.5% 鳥取県 33.3% 香川県 29.1%
神奈川県 61.1% 宮城県 46.2% 静岡県 42.0% 島根県 34.8% 鹿児島県 33.3%
栃木県 50.3% 大阪府 44.5% 京都府 39.9% 山口県 33.9% 新潟県 32.9%
埼玉県 49.4% 広島県 44.3% 群馬県 37.0% 三重県 33.3% 岐阜県 32.0% 平均 41.3%

東京都 42.0% 福岡県 31.6% 北海道 28.8% 愛知県 21.1% 佐賀県 13.6%
愛媛県 37.1% 滋賀県 30.3% 福島県 25.9% 兵庫県 20.5% 徳島県 13.3%
熊本県 35.9% 石川県 29.9% 山形県 25.0% 和歌山県 20.0% 青森県 13.2%
大分県 34.4% 高知県 29.4% 岩手県 24.8% 長野県 19.0% 富山県 11.7%
内閣府 33.6% 長崎県 29.3% 茨城県 22.9% 奈良県 18.5% 福井県 4.7% 平均 24.7%

沖縄県 50.0% 山梨県 42.3% 全体 37.7%

「正味財産増減計算」まで収支計算書に記載する所轄庁（図表8：右側）

「資金収支計算」のみを収支計算書に記載する所轄庁（図表8：左側）

収支計算書のひな形を確認できなかった所轄庁

 
図 収支計算書の記載例  

科　　　　目 金　額
Ｉ　収入の部
　１　入会金・会費収入
　　①入会金
　　②年会費
２　事業収入
　　①　○○に関する事業収入
　　　ア　○○○○事業収入
　　　　　○○料
　　　イ　○○○○事業収入
　　　　　○○料
　　②　○○に関する事業収入
　　　ア　○○○○事業収入
　　　　　○○料
　　③　○○に関する事業収入
　　　ア　○○○○事業収入
　　　　　○○料
　３　寄付金
　４　助成金
　５　○○収入
　６　繰入金収入
当期収入合計（Ａ）
前期繰越収支差額
収入合計（Ｂ）
Ⅱ　支出の部
　１　事業費
　　①　○○に関する事業費
　　　ア　○○○○事業費
　　　　　○○費
　　　イ　○○○○事業費
　　　　　○○費
　　②　○○に関する事業費
　　　ア　○○○○事業費
　　　　　○○費
　　③　○○に関する事業費
　　　ア　○○○○事業費
　　　　　○○費
　２　管理費
　　　○○費
　　　○○費
　　　○○費
　３　予備費
当期支出合計（Ｃ）
当期収支差額（Ａ）－（Ｃ）
次期繰越収支差額（Ｂ）－（Ｃ）

　　当期正味財産増加額 ×××
　　　　減少額合計 ×××

　　当期正味財産合計 ×××
　　前期繰越正味財産額 ×××

×××
Ⅵ　正味財産減少の部
　１　資産減少額

２ 負債増加額
　　　・・・・

×××

１ ▽△▽△ ××× ×××

×××
×××

×××

（正味財産増減の部）

　　　・・・・

　１　資産増加額
　　　　当期収支差額(再掲) ×××

×××

　　　・・・・ ×××

　　　　　増加額合計

　　　　・・・・

Ⅴ　正味財産増加の部

　２　負債減少額

２ その他の事業会計から繰入

　次期繰越収支差額

Ⅳ　その他資金支出の部

　前期繰越収支差額
　当期収支差額

×××

×××
　　その他資金支出合計 ×××

Ⅲ その他資金収入の部
××× ×××

　経常収支差額

１ □△□△

　　その他資金収入合計 ×××
×××

　　　※※支出 ××× ×××
　３　☆☆支出

　１　事業費
　　　○○事業費 ×××

　　経常支出合計 ×××

　　　　□□費 ×××
　　　▽▽料 ××× ×××

　　経常収入合計
Ⅱ　経常支出の部

　３　□□□□
　　　・・・・ ××× ×××

×××

×××
　２　管理費

　　　○○事業収入 ××× ×××
　２　事業収入

「正味財産増減計算」まで記載する例
（内閣府の書式を一部加工）

　　　会費収入 ××× ×××
　　　　入会金収入 ×××

「資金収支計算」のみを記載する例
（神奈川県の書式を一部加工）

科 　目 金　　額

Ⅰ　経常収入の部
　１　入会金・会費収入

（資金収支の部）
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 一般市民が NPO の会計状況を知ろうと思ったときに、日本でもいくつかのデー

タベースが存在する。しかしながら、ほとんどすべてのデータベースにおいてそ

の詳細を知ることは難しい。その理由は次のとおりである。  

 

 馬場・石田・奥山（2009）は、次のようにアメリカと日本の NPO データベース

について比較している。アメリカでは、団体が個々に作成した監査済みの財務諸

表を、Form 990 が定める項目に組み替えて提出するため、比較可能な財務情報を

容易に入手することができる（Froelich and Knoepfle 1996、 Froelich et al。 2000）。

それに対し、日本では団体が任意の様式で作成した財務諸表をそのまま情報公開

しており、NPO 法人財務データベースでは個々の団体の財務諸表を読み取って、

比較可能な項目を抽出して財務データを作成しなければならない。それは結果と

して、個人寄付と企業寄付を分けることができなかったり、政府からの補助金と

財団助成を区別することができないということになる。  

 

 

1-3 NPO の財政基盤の確保と収入戦略  

 

 最終的には、会計問題を NPO 法人が団体ごとに解決していく必要がある。その

場合、法人が会計専門スタッフを雇う、あるいは外部に依頼を行うだけの収入規

模を持つ必要がある。NPO 法人としては、限られた収入は当然優先的に活動にま

わしてしまう。そして、サービス供給から遠い部分については後回しにすること

となる。  

 

 したがって、NPO 法人は収入規模を拡大していくために、団体のポートフォリ

オを考慮し、そのための戦略を検討する必要があるだろう。ひとつの財政基盤の

考え方を馬場・石田・奥山（2009）が示している。  

 

（1）単年度収支が極端な赤字になっておらずかつ、「一定額以上の支出

額がある」ことは、短期的に事業を遂行できる財政基盤がある。  

（2）「一定割合以上の正味財産がある」ことは、中長期的なリスクに備

える財政基盤がある。  

 

 また、それを財務データ上で次のとおりに設定している。  

 

（1’）収益率がマイナス 25%以上であり、かつ経常支出が 2 千万円以上  

（2’）正味財産が収入の 25%以上  
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 以下の表は、経常収入によって四分位でグループをわけ、いくつかの財務指標

の平均値を示したものとなっている。財源多様性指標（HHI）、社会支援収入比率

（会費・寄付金・助成金の合計金額の経常収入に対する比率）、そして事業収入比

率の 3 つの財務指標から次のことが指摘されている（出所：馬場・石田・奥山  2009）。 

 

・HHI は、経常収入の四分位が大きいほど高くなる。つまり、経常収

入規模が大きいほど収入構造における財源多様性が小さい。（HHI の値

は、多様性が大きいほど値が 0 に近づき、多様性が小さいほど値は 1

に近づくように計算される。）  

・社会支援収入比率は、経常収入の四分位が大きいほど増加する。つ

まり、経常収入規模が大きいほど会費・寄付金・助成金の収入比率が

低い。  

・事業収入比率は、経常収入の四分位が大きいほど減少する。つまり、

経常収入規模が大きいほど事業収入の比率が高い。  

 

表 経常収入の四分位グループにおける財務指標  

[平均値]
～25％ 25～50％ 50～75％ 75～100％ 全体

サンプル･サイズ 1,188 1,188 1,188 1,188 4,752

経常収入（千円） 7,331.1 13,578.0 27,059.0 108,255.4 39,055.9

経常支出（千円） 7,665.7 13,570.3 25,896.0 97,123.8 36,064.0

正味財産比率（％） 20.2 20.8 18.8 19.4 19.8

多様性指標（HHI） 0.71 0.72 0.77 0.81 0.75

社会支援収入比率（％） 35.5 32.7 24.7 22.1 28.8

　　　会費収入比率（％） 13.7 11.7 7.6 4.9 9.5

　　　寄付金収入比率（％） 10.0 8.7 6.3 6.6 7.9

　　　助成金収入比率（％） 11.9 12.3 10.9 10.6 11.4

事業収入比率（％） 59.2 63.1 70.8 72.9 66.5  

 

 また、馬場・石田・奥山（2009）では、計量的な分析が行われており、次のと

おりの示唆が得られている。短期的な財政基盤を抱えている団体の性格は、多様

性が低く、ある一定の財源からの収入に依存している。かたや、中長期的なリス

クに対応できる指標と捉えられる正味財産比率が高い団体については、財源多様

性が高い。収入戦略として考えるならば、長期的な視点で非営利組織を経営して

いくには、財源多様性の確保を行うことが重要である。言い換えれば、社会的な

理解を得て獲得する会費や寄付金といった収入を得ていくことが求められる。  
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2 協働の課題とメリット  

 

 

 ここまでに、まず、地方自治体から見る公民協働の状況および推進要因を整理

した。また、担い手のうち、もっとも課題が指摘されている NPO 法人が行政の協

働相手として求められていること、そして社会的役割を担ううえで、一般市民の

信頼を獲得する必要があること、そのために団体の経営状況を示す会計情報を正

確に公開すること、そのような活動が可能となる収入基盤獲得の収入戦略といっ

た点について見た。次に、協働という主体間の関係について、内閣府（2007）を

もとに見ていきたい。  

 

 

2-1 協働の課題  

 

 NPO が行政と協働した場合の問題点についてみると、「行政側からの資金負担

が少なく、NPO 側の経済的負担が大きかった」（26.1％）が最も多く、次に「実施

するまでの手続きが煩雑だった」（ 18.0％）が続いている。一方で、「問題と感じ

たことは特段ない」（22.9％）と答えた法人も多いことが分かる。  

 

図 行政との協働の問題点（複数回答）  

3.7%

4.3%

5.9%

8.2%

9.1%

12.9%

18.0%

22.9%

26.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

実施に際して発生した問題を行政と法人とが協力して

解決できなかった

実態に合っていない計画だった

企画や実施に関して行政側の関与が多すぎた

その他の問題点

企画や実施に関して行政側の関与が少なすぎた

今まで行政と連携・協働した活動を行ったことはない

実施するまでの手続きが煩雑だった

問題と感じたことは特段ない

行政側からの資金負担が少なく、NPO側の経済的負

担が大きかった
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 これらの問題点に関する主な具体的な記述回答としては、以下のようなものが

挙げられている。  

 

（1）「行政側からの資金負担が少なく、NPO 側の経済的負担が大きかった」 

・人件費の補助がない。  

・実施費以外にかかる NPO スタッフの人件費をボランティアと考えている。 

（2）「実施するまでの手続きが煩雑だった」  

・補助金の額に比較して事務処理が煩雑すぎる。  

・審査段階からあまりにも時間が経過している。  

・窓口が一元ではない。  

（3）「企画や実施に関して行政側の関与が少なすぎた」  

・行政としての意思・政策としての位置づけが不明確。  

・具体的な話し合いを進めるのに役所が協力的でない。  

 

 行政と協働するにあたり、今後 NPO 法人自身が取り組みたいことにてついてみ

ると、「地域住民との連携・協働」（ 40.0％）、「連携・競争についての企画・提案

力の向上」（ 35.9％）、「法人の組織運営能力の向上」（ 30.8％）、「様々な団体・個

人とのネットワークの形成」（29.6%）の順に多くなっている。  

 

図 NPO 法人が取り組みたいこと（複数回答）  

3.3%

5.1%

15.6%

25.0%

29.6%

30.8%

35.9%

40.0%

0% 20% 40% 60%

その他

法人に関する情報公開の促進

行政の精度や手続きに関する

連携・協働に必要な専門知識や経験の蓄積

様々な団体・個人とのネットワークの形成

法人の組織運営能力の向上

連携・協働についての企画・提案力の向上

地域住民との連携・協働
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2-2 協働のメリット  

 

 協働のメリットについて、次のような回答が得られている。「法人の設立目的に

沿った活動が広がる」（60.3％）、｢法人の活動に対する認知度が上がる｣（60.0％）

がそれぞれ 6 割を占めており、次いで、「行政との距離を短縮できる」（43.2％）、

「法人の活動だけでは難しい地域・社会の問題解決や市民に有益なサービスが提

供できる」（ 39.5％）、「地域住民との距離を短縮できる」（ 36.1％）、「労力や費用

負担が軽減できる」（33.5%）の順となっている。  

 

 ｢その他のメリット｣（ 4.1％）と答えた法人の具体回答としては、｢活動への参

加者の増加につながる｣や｢法人の社会的信用が向上する｣、「法人内部の意識が向

上する」、「行政との協働により企業との連携がしやすくなる」などが挙げられて

いる。  

 

図 行政と連携・協働した場合のメリット（複数回答）  

0.7%

4.1%

5.8%

33.5%

36.1%

39.3%

39.5%

43.2%

60.0%

60.3%

0% 20% 40% 60% 80%

行政との連携・協働は法人の活動理念と合わない

その他のメリット

特段のメリットはない

労力や費用負担が軽減できる

地域住民との距離を短縮できる

他のNPO法人やボランティア団体とのネットワーク

が広がる

法人の活動だけでは難しい地域・社会の問題解決

や市民に有益なサービスが提供できる

行政との距離を短縮できる

法人の活動に対する認知度が上がる

法人の設立目的に沿った活動が広がる
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第 3 章 地域発展のための公民協働の推進とその戦略―力関係・参加・パ

ートナーシップへの着眼  
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1 地域のさまざまな主体の参画を目指す公民協働  

 

 先行研究や分析の整理では、1 主体あるいは 2 主体間についてのみに注目した。

言い換えれば、これまでの公民協働のあり方は、議論の場などを除き、実質的な

サービス供給については、ほぼ 2 主体間においてなされてきたと言える。すなわ

ち、行政と企業、行政と NPO、といった形である。  

 

 新たな公民協働のスタイルとして、複数主体間の協働というものが挙げられる。

すなわち、行政と企業と NPO、という形である。それを求める大きな理由として、

「多様なサービス供給の実現」、「社会的システムへの信頼の向上」、「社会関係の

活発化」という 3 つが挙げられる。  

 

 現在、さまざまな社会システムについて信頼が欠如している。しかしながら、

安直な信頼や形式的合意の獲得では不安を抑えることができないことが指摘され

る（HEM21 2009）。システムをモニターする担い手は、行政機関やＮＧＯ、消費

者団体、住民組織などのコラボレーションによらねばならないこと、また、初期

の基準作りの段階から、ステークホルダーによって担われるリスクの管理が必要

であることが指摘される（三上  2008）。  

 

 協働の社会的な影響力にまで言及したものに宮脇他（2005）がある。そこでは、

その効果として、地域社会の主体間関係の活発化がなされることが期待されてい

る。つまり、協働が正の外部性を生み出すことが想定されている。協働の主体が

多くなればなるほど、この効果が大きくなることが予想される。  

 

 したがって、行政と企業、あるいは行政と NPO という 2 者だけでは、システム

信頼という限界を克服することができない。また、協働のメリットとして、地域

における社会関係の活発化も考えられる。複数部門の主体の参画というものを検

討することが重要であると言えよう。  

 

 

2 複数部門主体が協働に参画するための課題  

 

 これまで協働についてさまざまな課題が指摘されてきた。環境要因だけでなく、

組織目標の多様性、コミュニケーションの障壁、発展的な共同運営の難しさ、力

関係の不均衡の管理、信頼関係の構築、作業協力における地理的・物理的な距離

などが挙げられる（Babiak and Thibault 2009）。  
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 Smith and Beazley (2000)は、community involvement wheel を開発し、それらの課

題について評価を行っている。理論的背景を考慮しながら以下のような項目を抽

出している。  

 

（1）力  

・力の分配  

・資源へのアクセス  

・エンパワメント  

 

（2）参加  

・代表としての正当性  

・関係機関間における責任および役割  

・機会の公開性  

 

（3）パートナーシップ  

・比較優位性  

・学習  

・目標共有  

 

 

3 兵庫県の公民協働における参画状況―力関係、参加、パートナーシップの分析  

 

 地域における複数部門が協働していくための手がかりとして、まず 2 者間の協

働に注目することとした。その関係を明らかにするためにアンケート調査を兵庫

県内に所在するすべての特定非営利活動法人に対して実施した。実施時期は、2009

年 2 月であり、郵送調査法によって行った（配布数：1382、回収数：207、回収率：

15.0%）。  

 

 2 者間ではあるが、Smith and Beazley (2000)が提唱する参画評価のツールを用い

ることとした。上記を代表する質問として以下の 9 つを用意した。  

 

（1）力  

・力の分配：委託事業において行政との関係は、対等だったと思いま

すか（ a）  

・資源へのアクセス：事業費・管理費などについて妥当な予算が組ま
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れていたと思いますか（b）  

エンパワメント：協働によって、より充実した影響を受益者に与えら

れたと思いますか（ c）  

 

（2）参加  

・代表としての正当性：事業を実施するにあたって、きちんとした選

考が行われましたか（ e）  

・関係機関間における責任および役割：責任や役割が明確にされてい

ましたか（ f）  

・機会の公開性：選考の機会は、一般に開かれていましたか（d）  

 

（3）パートナーシップ  

・比較優位性：事業は貴団体にしかできない仕事、あるいは貴団体が

より優れてできる仕事でしたか（g）  

・学習：協働相手と意見交換をする機会がありましたか（h）  

・目標共有：目標の共有は、しっかりとなされていましたか（ i）  

 

 兵庫県内の NPO 法人で回答を得た団体で、かつ協働事業を行ったことがあると

した団体から得られた回答が以下の図である。  

 

 「そう思う・ややそう思う」という比率が 8 割を超えているものは、「協働によ

って、より充実した影響を受益者に与えられたと思いますか」、「選考の機会は、

一般に開かれていましたか」、「事業の実施にあたって、きちんとした選考が行わ

れましたか」というものであった。「参加」の部分に関しては、多くの団体がさま

ざまな団体が参加可能であったと評価している。  

 

 その他、6 割を超えているものは、「委託事業において行政との関係は、対等だ

ったと思いますか」、「事業費・管理費などについて妥当な予算が組まれていたと

思いますか」、「責任や役割が明確にされていましたか」、「事業は貴団体にしかで

きない仕事、あるいは貴団体がより優れてできる仕事でしたか」、「目標の共有は

しっかりとなされていましたか」に関する質問である。  

 

 これまでの調査では、行政との関係が対等でないということに対する批判が出

ていた。しかし、ここでは、7 割強の団体でポジティブな回答をしており、意思

決定への関与のあり方が着実に変化しているかもしれないことが予想される。  
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i. 目標の共有は、しっかりとなされていましたか

h. 協働相手と意見交換をする機会がありましたか

g. 事業は貴団体にしかできない仕事、あるいは貴団体がより優れ
てできる仕事でしたか

f. 責任や役割が明確にされていましたか

e. 事業を実施するにあたって、きちんとした選考が行われましたか

d. 選考の機会は、一般に開かれていましたか

c. 協働によって、より充実した影響を受益者に与えられたと思いま
すか

b. 事業費・管理費などについて妥当な予算が組まれていたと思い
ますか

a. 委託事業において行政との関係は、対等だったと思いますか

そう思う ややそう思う ややそう思わない そう思わない

 

図 協働の評価  

 

 

 予算の妥当性については、ここ 2，3 年でもまだ議論の余地があることが言及さ

れているものの（愛知県県民生活部  2007a）、やはり 7 割強の団体がポジティブ

な見解を示している。ただし、同調査において、具体的な事業の予算の十分性に

ついて尋ねたところ下図のような結果であった。ほとんどの項目について不足し

ていたという結果となっている。  

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

h. 事務所維持費

g. その他の事務管理費

f. 管理人件費

e. 事業物件費

d. 事業人件費

c. 技術・ノウハウ料

b. 会議・ミーティング

a. 企画料

十分 概ね 少し不足 大幅に不足
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 協働の評価で低く評価がなされているものは、「協働相手と意見交換をする機械

がありましたか」であった。つまり、いったん協働の契約が結ばれると、あとは

事業の終了まで相互に積極的な関与がないことを意味している。  

 

 パートナーシップにおいてコミュニケーションは重要な要素であり、今後、複

数部門間の主体が協働しようと思えば、必ず克服しなければならない部分である。 
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第 4 章 政策提言  
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■知見 1 

周辺 自 治 体との関 係 において公 民協 働 が加速 的 に進展 しうるため、公 民 協働 に関

するモデル自治体を設定すること  

・ データを用いた実証的な研究から、正の近隣効果（周辺自治体のサービス水準

を認識することの影響）が観測される。  

 

 

■知見 2 

自治体の透明性・効率性を高めること 

・ 自治体の透明性・効率性が高い自治体では協働が進んでいる傾向が実証的な分

析から観察された。  

 

 

■知見 3 

NPO 法人に関する会計開示項目の整理したデータベースの構築を行うこと  

・ 一般市民の信頼獲得のためには、市民による評価の仕組みが必要である。  

・ さまざまな情報のうち会計については、団体ごとにばらばらなため理解しにく

いという問題がある。  

・ 現在いくつか見られる日本のデータベースでは、財務データの比較可能性が乏

しく、開示項目を整理して、比較可能性を高めることが必要である。  

 

 

■知見 4 

複数部門の主体による協働を推進すること  

・ 現在はほとんどの場合が 2 主体間の協働である。  

・ 行政、企業、NPO、住民自治組織などの複数部門の主体が協働することによっ

て 2 主体間の限界を克服することができる。  
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資料―集計結果 

 

 

F4 (1)

任意団体設立年(西暦) 度数 %

1979年以前 10 5.4

1980-89年 12 6.5

1990-99年 38 20.5

2000年以降 125 67.6

合計 185 100  
 

 

 

F4 (2)

法人格取得年(西暦) 度数 %

1995 1 0.5

1999 4 1.9

2000 9 4.2

2001 12 5.6

2002 12 5.6

2003 23 10.8

2004 20 9.4

2005 24 11.3

2006 30 14.1

2007 35 16.4

2008 42 19.7

2009 1 0.5

合計 213 100  
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F5

活動分野 度数 %

(1) 保健・医療・福祉 83 38.1

(2) 社会教育 9 4.1

(3) まちづくり 33 15.1

(4) 文化・芸術・スポーツ 31 14.2

(5) 環境保全 18 8.3

(6) 災害救援 1 0.5

(7) 地域安全 2 0.9

(8) 人権・平和 3 1.4

(9) 国際協力 7 3.2

(10) 男女共同参画 1 0.5

(11) 子ども育成 7 3.2

(12) 情報化社会 6 2.8

(13) 科学技術 3 1.4

(14) 経済活動 3 1.4

(15) 職業・雇用 4 1.8

(16) 消費者保護 2 0.9

(17) NPO支援 5 2.3

合計 218 100  

 

 

 

F5

介護保険収入 度数 %

なし 42 59.2

あり 29 40.9

合計 71 100  
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F6

度数 % 度数 % 度数 % 度数 % 度数 % 度数 % 度数 %

0人 0 0 125 57.9 138 63.9 170 78.7 142 65.7 175 81.0 116 53.7

1-5人 54 25.0 69 31.9 39 18.1 43 19.9 40 18.5 20 9.3 37 17.1

6-10人 106 49.1 17 7.9 17 7.9 2 0.9 18 8.3 3 1.4 22 10.2

11-15人 38 17.6 1 0.5 4 1.9 1 0.5 13 6.0 6 2.8 7 3.2

16-20人 12 5.6 3 1.4 6 2.8 0 0 1 0.5 4 1.9 9 4.2

21-25人 3 1.4 1 0.5 2 0.9 0 0 0 0 1 0.5 3 1.4

26-30人 1 0.5 0 0 7 3.2 0 0 0 0 2 0.9 9 4.2

31人以上 2 0.9 0 0 3 1.4 0 0 2 0.9 5 2.3 13 6.2

合計 216 100 216 100 216 100 216 100 216 100 216 100 216 100

無給
ボランティア人員

役員
有給常勤
スタッフ

有給非常勤
スタッフ

無給常勤
スタッフ

無給非常勤
スタッフ

有償
ボランティア

 
 

 

 

F7

会員数

(人/団体) 度数 % 度数 %

0 4 1.9 142 68.3

1～10 21 10.1 49 23.6

11～20 52 25.1 9 4.3

21～30 27 13.0 2 1.0

31～40 18 8.7 2 1.0

41～50 7 3.4 0 0

51～60 11 5.3 1 0.5

61～70 14 6.8 0 0

71～80 7 3.4 0 0

81～90 3 1.4 1 0.5

91～100 5 2.4 0 0

101～ 38 18.4 2 1.0

合計 207 100 208 100

個人会員 団体会員
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F8 

範囲(以上・未満) 度数 % 度数 %

(1) 0～100万円 66 31.9 69 33.0

(2) 100～500万円 50 24.2 47 22.5

(3) 500～1000万円 21 10.1 25 12.0

(4) 1000～1500万円 18 8.7 16 7.7

(5) 1500～2000万円 7 3.4 7 3.4

(6) 2000～2500万円 8 3.9 7 3.4

(7) 2500～3000万円 7 3.4 7 3.4

(8) 3000～5000万円 17 8.2 16 7.7

(9) 5000～10000万円 10 4.8 11 5.3

(10) 10000万円～ 3 1.5 4 1.9

合計 207 100 209 100

経常収入 経常支出

 

 

 

 

Q1 (1)

サンプル数 平均 標準偏差 最小値 最大値

個人会員 196 21.3 29.1 0 100

団体会員 196 4.3 13.7 0 100

個人会員 196 5.6 14.2 0 80

団体会員 196 0.9 3.9 0 30

一般の個人・団体 196 2.4 9.9 0 90

独自事業 196 31.7 36.9 0 100

行政委託 196 12.6 26.4 0 99

企業委託 196 1.7 9.8 0 90

NPO委託 196 0.1 0.5 0 5

行政 196 13.7 22.8 0 100

企業 196 2.1 8.8 0 70

NPO 196 0.8 4.0 0 36

196 1.6 7.9 0 70

196 1.0 4.8 0 52.8

その他収入

その他活動に係る収入

補助金・助成金収入

事業収入

会費収入

寄付金収入

力の入れ具合(0～100%)
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Q1 (1)力の入れ具合

0.1

0.8

0.9

1.0

1.6

1.7

2.1

2.4

4.3

5.6

12.6

13.7

21.3

31.7

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0

事業収入/NPO委託

補助金・助成金収入/NPO

寄付金収入/団体会員

その他活動に係る収入

その他収入

事業収入/企業委託

補助金・助成金収入/企業

寄付金収入/一般の個人・団体

会費収入/団体会員

寄付金収入/個人会員

事業収入/行政委託

補助金・助成金収入/行政

会費収入/個人会員

事業収入/独自事業

収
入

源

%

 

 

 

Q1 (2) 小区分

サンプル数 得た 得ていない 平均 %

個人会員 204 168 36 0.824 82.4%

団体会員 204 56 148 0.275 27.5%

個人会員 204 66 138 0.324 32.4%

団体会員 204 16 188 0.078 7.8%

一般の個人・団体 204 35 169 0.172 17.2%

独自事業 204 115 89 0.564 56.4%

行政委託 204 54 150 0.265 26.5%

企業委託 204 14 190 0.069 6.9%

NPO委託 204 4 200 0.020 2.0%

行政 204 96 108 0.471 47.1%

企業 204 20 184 0.098 9.8%

NPO 204 8 196 0.039 3.9%

204 26 178 0.127 12.7%

204 21 183 0.103 10.3%

その他収入

その他活動に係る収入

補助金・助成金収入

事業収入

会費収入

寄付金収入

資金獲得の状況

 



58 

Q1 (2) 大区分

資金獲得の状況 サンプル数 得た 得ていない %

会費収入 204 170 34 83.3

寄付金収入 204 92 112 45.1

事業収入 204 142 62 69.6

補助金収入 204 106 98 52.0  
 

 

 

Q1 (3)

1位 2位 3位 無差別得点 傾斜得点

個人会員 44 26 25 95 209

団体会員 7 11 8 26 51

個人会員 3 12 12 27 45

団体会員 0 0 1 1 1

一般の個人・団体 3 1 9 13 20

独自事業 44 28 6 78 194

行政委託 17 8 5 30 72

企業委託 1 5 0 6 13

NPO委託 0 0 0 0 0

行政 15 18 18 51 99

企業 1 2 2 5 9

NPO 0 2 0 2 4

2 0 6 8 12

1 4 3 8 14

その他収入

その他活動に係る収入

補助金・助成金収入

事業収入

会費収入

寄付金収入

安定資金(順位：1～3)
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Q2

サンプル数 平均 標準偏差 最小値 最大値

単価 173 11,158 68,365 500 900,000

人数 173 52 111 0 1,160

団体数 172 2 7 0 60

単価 98 24,072 168,204 500 1,666,667

人数 96 107 659 0 6,447

団体数 95 2 6 0 38

単価 16 50,068 173,821 300 700,000

人数 16 145 204 0 759

団体数 16 13 50 0 200

単価 7 11,286 17,573 500 50,000

人数 7 652 1,483 0 4,000

団体数 6 0 1 0 2

その他の会費

賛助会員など

利用・情報会員など

正会員

会費収入

 

 

 

 

Q3 (ゼロは含まない)

サンプル数 平均 標準偏差 最小値 最大値

金額 22 236,606 478,595 1,500 2,200,000

人数/団体 22 2 3 1 13

金額 26 259,404 513,168 7,500 2,350,000

人数/団体 26 4 4 1 14

金額 9 141,778 184,340 5,000 600,000

人数/団体 9 14 22 2 68

金額 31 849,839 3,598,749 1,000 20,100,000

人数/団体 31 16 27 1 110

金額 9 3,214,111 8,238,589 10,000 25,000,000

人数/団体 9 14 18 1 56

金額 35 151,294 206,045 2,000 1,000,000

人数/団体 31 24 54 1 270

金額 19 764,918 2,309,419 10,000 10,200,000

人数/団体 19 2 2 1 6

一般・個人

一般・団体

役員・非常勤

スタッフ・ボランティア

会員・個人

会員・団体

役員・常勤

寄付金収入
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Q3 (ゼロを含む)

サンプル数 平均 標準偏差 最小値 最大値

金額 193 26,235 175,255 0 2,200,000

人数/団体 193 0 1 0 13

金額 194 33,322 204,094 0 2,350,000

人数/団体 194 0 2 0 14

金額 193 6,301 47,953 0 600,000

人数/団体 193 1 5 0 68

金額 193 134,845 1,456,521 0 20,100,000

人数/団体 193 2 12 0 110

金額 193 149,881 1,813,769 0 25,000,000

人数/団体 193 1 5 0 56

金額 193 27,141 104,585 0 1,000,000

人数/団体 189 4 23 0 270

金額 193 68,567 738,436 0 10,200,000

人数/団体 193 0 1 0 5

役員・常勤

役員・非常勤

スタッフ・ボランティア

会員・個人

会員・団体

一般・個人

一般・団体

寄付金収入

 

 

 

 

Q4

行政関連の事業への参入意思 度数 %

(1) 考えている 147 71.4

(2) 考えていない 59 28.6

合計 206 100  
 

 

 

Q5

行政関連の事業への申請経験の有無 度数 %

(1) ある 120 56.6

(2) ない 92 43.4

合計 212 100  
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Q6

度数 % 度数 %

2008年度 186 67 36.0 119 64.0

2007年度 173 61 35.3 112 64.7

2006年度 160 55 34.4 105 65.6

それ以前 147 39 26.5 108 73.5

サンプル数
ある ない

委託事業 

受託経験

 
 

 

Q6

度数 % 度数 %

2008年度 179 68 38.0 111 62.0

2007年度 162 64 39.5 98 60.5

2006年度 145 43 29.7 102 70.3

それ以前 131 32 24.4 99 75.6

サンプル数
ある ない受託経験

補助金事業

 
 

 

Q6

委託事業の受託件数 サンプル数 平均 標準偏差 最小値 最大値

2008年度 61 1.9 1.8 1 10

2007年度 55 1.8 1.7 1 12

2006年度 50 1.7 1.5 1 10

それ以前 32 1.7 1.3 1 7  
 

 

Q6

補助金事業の受託件数 サンプル数 平均 標準偏差 最小値 最大値

2008年度 62 1.5 0.8 1 4

2007年度 60 1.5 0.7 1 3

2006年度 39 1.5 0.8 1 3

それ以前 24 1.9 1.4 1 8  
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Q7 (1)

サンプル数 平均 標準偏差 最小値 最大値

事業の予算規模 104 11700000 43700000 30000 420000000  
 

 

 

Q7 (3)

行政側担当部署 度数 %

市町村 43 44.8

県 29 30.2

省庁 9 9.4

独立行政法人 5 5.2

公益法人・NPO 5 5.2

社会福祉協議会 5 5.2

合計 96 100  
 

 

 

Q7 (4)

事業開始年 度数 %

1993 1 0.9

2000 2 1.9

2001 2 1.9

2002 1 0.9

2003 1 0.9

2004 6 5.7

2005 3 2.8

2006 15 14.2

2007 23 21.7

2008 50 47.2

2009 2 1.9

合計 106 100  
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Q7 (4)

事業終了年 度数 %

2004 2 2.4

2005 2 2.4

2007 7 8.3

2008 27 32.1

2009 42 50.0

2010 2 2.4

2011 1 1.2

2012 1 1.2

合計 84 100  

 

 

 

Q7 (5)

事業形態 度数 %

a. 委託(受託)事業 43 39.1

b. 指定管理事業 8 7.3

c. 補助・助成・交付金等事業 45 40.9

d. 介護保険事業 5 4.6

f. その他 9 8.2

合計 110 100  
 

 

 

Q7 (6)

事業実施決定 度数 %

a. 公募 44 42.7

b. 競争入札 4 3.9

c. 随意 25 24.3

d. その他 30 29.1

合計 103 100  
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Q7 (7)

事業内容 度数 %

a. イベント・フォーラム 25 22.9

b. 研修・交流会 11 10.1

c. 施設管理・運営 21 19.3

d. 相談支援 5 4.6

e. 情報受発信 5 4.6

f. 調査研究 5 4.6

g. IT整備 0 0.0

h. 介護保険による福祉関連サービス 5 4.6

i. 介護保険以外の福祉関連サービス 12 11.0

j. その他 20 18.4

合計 109 100  

 

 

 

Q7 (8)

事業の受益者 度数 %

a. 住民全般 63 57.3

b. 特定の対象者 28 25.5

c. 企業 4 3.6

d. 行政 4 3.6

e. 学校 5 4.6

f. その他 6 5.5

合計 110 100  
 

 

 

Q7 (9)

事業の満足度(自団体) 度数 %

a. 満足 41 36.6

b. やや満足 52 46.4

c. やや不満 14 12.5

d. 不満 5 4.5

合計 112 100  
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Q7 (9)

事業の満足度(受益者) 度数 %

a. 満足 54 49.5

b. やや満足 46 42.2

c. やや不満 7 6.4

d. 不満 2 1.8

合計 109 100  
 

 

 

Q7 (10)

協働事業の位置づけ 度数 %

a. 口頭での確認があった 8 7.7

b. 文章で明確になっている 57 54.8

c. 特に位置づけられていない 24 23.1

d. わからない 15 14.4

合計 104 100  
 

 

 

Q7 (11)

どの程度カバーされていたか サンプル数 十分 概ね 少し不足 大幅に不足

a. 企画料 97 10 26 22 39

b. 会議・ミーティング 102 9 39 19 35

c. 技術・ノウハウ料 95 12 28 33 22

d. 事業人件費 108 10 33 17 48

e. 事業物件費 104 17 50 17 20

f. 管理人件費 102 9 19 26 48

g. その他の事務管理費 100 7 19 29 45

h. 事務所維持費 92 9 22 21 40

i. その他① 4 0 1 0 3

j. その他② 0 0 0 0 0  
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Q7 (12) 度数

協働事業に関して
サンプル

数
そう思う

ややそう
思う

ややそう
思わない

そう
思わない

a. 委託事業において行政との
関係は、対等だったと思います
か

101 25 37 21 18

b. 事業費・管理費などについ
て妥当な予算が組まれていた
と思いますか

103 19 26 35 23

c. 協働によって、より充実した
影響を受益者に与えられたと
思いますか

103 32 49 14 8

d. 選考の機会は、一般に開か
れていましたか

94 45 22 14 13

e. 事業を実施するにあたって、
きちんとした選考が行われまし
たか

94 51 26 12 5

f. 責任や役割が明確にされて
いましたか

100 45 40 11 4

g. 事業は貴団体にしかできな
い仕事、あるいは貴団体がよ
り優れてできる仕事でしたか

104 60 32 9 3

h. 協働相手と意見交換をする
機会がありましたか

102 42 35 18 7

i. 目標の共有は、しっかりとな
されていましたか

104 41 40 17 6
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Q7 (12) %

協働事業に関して
サンプル

数
そう思う

ややそう
思う

ややそう
思わない

そう
思わない

a. 委託事業において行政との
関係は、対等だったと思います
か

101 24.8 36.6 20.8 17.8

b. 事業費・管理費などについ
て妥当な予算が組まれていた
と思いますか

103 18.4 25.2 34.0 22.3

c. 協働によって、より充実した
影響を受益者に与えられたと
思いますか

103 31.1 47.6 13.6 7.8

d. 選考の機会は、一般に開か
れていましたか

94 47.9 23.4 14.9 13.8

e. 事業を実施するにあたって、
きちんとした選考が行われまし
たか

94 54.3 27.7 12.8 5.3

f. 責任や役割が明確にされて
いましたか

100 45.0 40.0 11.0 4.0

g. 事業は貴団体にしかできな
い仕事、あるいは貴団体がよ
り優れてできる仕事でしたか

104 57.7 30.8 8.7 2.9

h. 協働相手と意見交換をする
機会がありましたか

102 41.2 34.3 17.6 6.9

i. 目標の共有は、しっかりとな
されていましたか

104 39.4 38.5 16.3 5.8
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Q7 (12)

協働事業に関して
[重要度(1～3)]

1 2 3
無差別
得点

傾斜得点

a. 委託事業において行政との
関係は、対等だったと思います
か

6 7 7 20 39

b. 事業費・管理費などについ
て妥当な予算が組まれていた
と思いますか

10 12 7 29 61

c. 協働によって、より充実した
影響を受益者に与えられたと
思いますか

11 7 3 21 50

d. 選考の機会は、一般に開か
れていましたか

1 4 1 6 12

e. 事業を実施するにあたって、
きちんとした選考が行われまし
たか

3 3 1 7 16

f. 責任や役割が明確にされて
いましたか

0 4 8 12 16

g. 事業は貴団体にしかできな
い仕事、あるいは貴団体がよ
り優れてできる仕事でしたか

9 3 7 19 40

h. 協働相手と意見交換をする
機会がありましたか

1 3 2 6 11

i. 目標の共有は、しっかりとな
されていましたか

6 2 7 15 29

 
 

 

 


